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中小企業集積地域におけるネットワーク形成 : 諏
訪・岡谷地域の事例






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１９５９ 太陽工業 諏訪市 諏訪市・
茅野市
480 195 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































茅野市 茅野市 37,000 300人
以上
岡谷市 岡谷市 1,600 4５ 1987 
東 京 辰野町 500人
以上
諏訪市 諏訪市 300 4５ 1956 








諏訪市 諏訪市 2,400 250 1945 









茅野市 茅野市 9,980 １００人
台
岡谷市 岡谷市 4,000 5３ 1975 
下諏訪町 下諏訪町
岡谷市 岡谷市 4,580 4７ 1964 





500 5０ 1９５４ 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































300 ５ 1985 
700 1３ 
8,580 168 1956 
1,000 2５ 1987 
1,400 1２ 
2,000 ８ １９７０ 
10,000 220 1961 
8,100 3５ 
600 ８ 






4,000 145 １９５１ 




1,000 3５ 1984 
500 ９ 1969 
4,800 4５ 1964 
300 ４ 1970 
500 ５ 




6,000 2０ 1961 
２ 
1,000 1６ 1958 
300 ６ 











































業機 ， ，自動化機器，その他一般機械器 ，













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































？ ？ ？ 
○ ○ 表面処理（ネームプレート，電子関
連精密部品）
1962 9,500 1４５ 。。
○ ○ 鋳造（電子機器部品，表面処理）1００ 1953 9,500 
○ ○ 精密プレス，金型設計製作，表面処
理
＃ 1965 20,000 290 







○ ○ 精密スプリング4８ 1954 5,000 






1979 2,433 2６ 













1９ 1９５５ 1,000 
○ ○ 195 1959 48,000 
太陽工業㈱の関連会社？ ？ ？ 
















○ ＃ 1962 2,000 3７ 
○ ＃｡。9,800 8０ 1964 ㈱ヤマト
○ 三信産業㈱ 2４ 1952 3,000 
資料：諏訪市経済部商工課の資料と『諏訪市企業ガイド」により作成。
注：○印は中小企業テクノフェアヘの出展を意味する。
＃は特色加工技術，。･は自社製品の出展を意味する。
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表101998年中小企業テクノフエア，1998年長野県特色加工技術・
自社製品展示商談会に出展した岡谷市・下諏訪町立地企業
商
談
会
県
展
示企業名 備考
岡谷市金属工
業連合会
岡谷プレシジョ
ン㈱
㈱小松プレシ
ジョン
㈱平出精密
ＮＩＯＭ 
岡谷市次世代
経営者研究会
㈱ダイヤ精機
製作所
マルゴエ業㈱
㈲桜企画
岡谷市工業会とほぼ同一と考
えられる。
旋盤加工，腕時計外装，セイ
コーエプソンの関連会社
○
’
○
 
精密プレス樹脂薄板のプレス
加工
精密板金部品
１２社加盟
１５社加盟
精密加工，半導体製造検査装
置，毛髪診断機
○ 
電子部品，各種検査機 ○’○ 創業支援センター入居企業，
樹脂レーザー造形
霞■㈱SＤＧ ㈲メカトロほか４社で創業。電子ナンバリング。従業員数は事実上１人。
共立継器㈱
㈲円研工業
㈱五味工業
㈱フィッ卜
㈱メカトロ
継電器牛産
円筒研削，内面研削加工
精密電子機器，治工具 ○ 
各種光学機械レンズ
精密板金部品 ○ 
資料：『長野県商工新聞』平成１０年10月８日号，諏訪市経済部商工課資料，『企業ガイド』
などから作成。
訪・岡谷地域からは１８企業４グループ，茅野市などを含めた諏訪地方か
らは２３企業８グループの出展だったので，諏訪地方は県内の３分の１を
占め，他の地域を大幅に上回る出展ぶりだった。ほかに多いのは下伊那で
１８企業２グループである。
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また，中小企業テクノフェアとは別に，毎年２月に池袋（東池袋コンベ
ンションセンター）で「長野県特色加工技術・自社製品展示商談会」とい
う名称の長野県だけの展示・商談会が行われている。１９９８年は３月
10～１１日の２日間開催された。この展示・商談会に諏訪市が気づいたの
は，1995年だった。1997年度の出展者は，県全体で特色加工技術部門で
46社，自社製品部門で２３社，諏訪市からは１２社が参加した。そのほか
に，富士見町，茅野市などから合計４社が出展した。したがって，ここで
も諏訪地方の企業が出展者の約３分の１を占める。また，飯田市からは
１０社，上伊那からも７社ほど出展しているので，南信の出展率が高いと
言えよう。これらの展示会出展企業は相対的に元気な企業とみてよい。
しかし，展示会に出展したからといって，直ちに成果があがるわけでは
ない。諏訪市経済部商工課でのヒヤリングによれば，1997年中小企業テ
クノフェアヘの来訪者は66,409人だった。その成果としては，試作依頼
が長野県全体で１８件，市内企業に対して０件，見積もり要請が県全体で
102件，市内企業に対して３件，図面検討依頼が県全体で３６件，市内企
業に対して４件，企業訪問の約束が県全体で４３０件，市内企業に対して
26件，名刺交換が県全体で3354件あった。こうした数値は，展示会です
ぐに成果があがるわけではないという厳しさを示している。しかし，展示
会に出せるような技術，製品を持つということがより重要な意味を持って
おり，出展によって，それまでとは異なるビジネスリンケージが生まれる
可能｣性はある。事実，展示会を契機にして新しい取引関係が生まれたとい
う事例を，筆者らはヒヤリングした企業のに'１から聞いたこともある。
諏訪市と市内中小企業との連携として，３ケ月に１回行われている，市
内中小企業60社ほどを対象とした景況調査がある。この調査を通じて，
諏訪市は，市内中小企業の景況を直接知ることができる。また’995年か
ら，諏訪市は「経営技術アドバイザー」を２人委託配置し，中小零細企業
の指導を巡回してやってもらっている。これは，市の中小企業振興政策に
のりにくい従業員１０人以下の零細企業を対象としたもので，セイコーエ
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プソン社を退職した人が，技術面で１人，生産管理面で１人担当している。
この活動からも，諏訪市は市内零細企業の実態を把握できる立場にある。
しかし，岡谷市と同様，諏訪市の中小企業振興政策の考え方は，大手企
業から直接依頼を受けることができるような企業を育てたいというもので
ある。そのような企業に，かつての下請一辺倒から脱皮した企業もある。
例えば，第一精密工業団地に立地している企業の多くは，かつて三協精機
と密接な関係を持っていた。しかし，多くの団地内企業は，その下請関係
から脱皮せざるをなかった。そうしたなかで，ＮＰＳ：NaganoPrecision
Singapore＆SuwaSupportingGroupという企業グループが１９９１年に
結成された。これはシンガポールの経済開発局と諏訪市の第一精密工業団
地に入居している企業数社とのネットワーク作りだった。具体的にはセリ
オテック，渋江精密，長野サンコー，水端精機，リノスが諏訪市から参加
し，シンガポールからはPro-Plating，DavidsonHi-Techという企業が
参加する形で，シンガポール経済開発局を通じて１９９１年４月２４日に協定
が結ばれた。シンガポールの企業は資本と技術を提供し，諏訪の企業から
は人材，資本，技術を提供する形で，シンガポールでＮＰＳが設立された。
諏訪の企業からすれば，海外からの受注をめざすものという位置づけだっ
た。これが現在でも存続しているかどうか，疑問である。他方１９９５年８
月にＳＰＥ:SuwaPrecisionEngineeringという新しい企業グループがシ
ンガポールで発足した。これに参加している企業は，リノス，水端精機，
セリオテック，長野サンコーの４社である。これは商社機能に特化したも
のであり，現地で製造を行うものではない。
上記のグループ化に行政は関与していない。これに対して，中小企業庁
の政策として打ち出され，諏訪市でも実施されている異業種交流グループ
に対する支援措置は，企業間の新しいネットワーク作りにあまり寄与して
いない。実際に支援対象となっているのは，既に存在していたグループを
政策の枠組みの中にかなり無理をして組み込んだものといってよい。その
ため予算規模も少ないし，活動も低調である。
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上記の商工政策とは別に，諏訪市では，企画課との関連で，「スマート
レイク構想」が立てられ，市内の企業や各団体などの情報化・ネットワー
ク化が進められている。しかしこれは，製造業だけの問題に対応するため
のものではない。スマートレイク会長を務めている市内中小企業の社長か
らのヒヤリングによれば，研究開発型都市に諏訪市を育成することがスマー
トレイクの活動目標であり，広い意味での町づくりが主眼であるとのこと
である。それは，次のようなスマートレイク規約第２条にもうたわれてい
るとおりである。
「本会は，市民・企業人・行政・学者・研究者が相集い，市民主導型
のマルチメディアによるまち創りを推進し，諏訪圏域の活性化に貢献
することを目的とする｡」
それゆえ，決してビジネスのためというわけではない。
スマートレイク発足の契機は1995年末にさかのぼる。インターネット
を利用した「まち創り研究会」の発足準備のための会合がもたれたのであ
る。1996年初めに研究会が発足し，インターネットの勉強会が続けられ
た。それには，諏訪湖電走会の代表も招いて経験をヒヤリングするという
ことも含まれていた。そのことから，諏訪・岡谷地域では諏訪湖電走会の
活動が，インターネット利用による地域１情報発信というイノベーションの
担い手だったと言えよう。1996年夏までに，スマートレイク発足のため
の研究会を１０回以上積み重ね，セイコーエプソン社が提供する実験サー
バを利用して`情報発信を試みるなどして，スマートレイクは1997年５月
に正式に発足した。エプソン，NTT，ＬＣＶ（諏訪地方のＣＡＴＶの会社）
が特に支援するということで動いている。これに最近，長野日報が加わっ
ている。いずれもマルティメディア関係の企業であり，これにさらに，長
野県テクノハイランド開発機構の諏訪テクノレイクサイド支部がからんで
いる。諏訪テクノレイクサイド支部ではセイコーエプソンに務めていた人
が支部長になった。諏訪はセイコーエプソンがやればまとまってやるとい
う雰囲気がある，というのがスマートレイク会長の言である。しかし，ス
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マートレイクの中には，教育部会，老人福祉部会，観光部会など，さまざ
まな部会がある。会長は工業部会に関わっているが，さまざまな部会の中
で工業部会が一番遅れている，という認識を持っている。
5．おわりに
以上見てきたように，諏訪地方あるいは諏訪・岡谷地域として，ひとく
くりで語られがちなこの狭い地域において，地方自治体の領域に対応して，
異なる企業外環境ネットワークが形成されてきた。地方自治体から中小企
業への支援策としては，岡谷市のそれが最も手厚く，下諏訪町で最も薄かっ
たと言えよう。これは自治体の財政力の違いにもよっているが，同時に，
各自治体の領域内で形成された企業間ネットワークの態様が異なっていた
ためでもある。下諏訪町では１つの大企業のもとに階層的なネットワーク
が作られたのに対して，諏訪市では諏訪精工舎＝セイコーエプソンという
大企業の圧倒的な強さがあるとはいえ，大企業の階層的ネットワークが複
数あった。他方，岡谷市ではその複数'性が一層顕著であり，いずれか１つ
の大企業が卓越しているわけではないという状況があった。下諏訪町に立
地した三協精機や，諏訪市に立地した諏訪精工舎が，下請企業に対してか
なりがっちりしたピラミッド的階層組織を作る政策を取ったのに対して，
岡谷市に立地した大企業が本社ではなく工場であり，これら大工場が下請
企業を組織するにしても，それは相対的に緩やかな結びつきの企業間ネッ
トワークだったと考えられる。
もちろん，３市町の違いは相対的なものでしかない。長野県や日本とい
うより広域にわたる社会的環境は，３市町個々のスケールでの企業外環境
ネットワークや企業間ネットワークに，本来同じように作用するはずであ
るし，その結果として生まれる３市町レベルでのネットワークは類似した
ものになりうると考えられる。実際，インターネットやＣＤ－ＲＯＭを利用
する,情報発信への取り組みは，若干の時期の違いはあれ，ほかと比較すれ
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ば，いずれの取り組みも諏訪・岡谷地域では相対的に早い，という共通性
がある。しかし，すでに見たように，少なくとも，企業間ネットワークと
ローカルレベルでの企業外環境ネットワークとの関係は，３市町の間で大
きく違っている。
この２つのネットワークの関わりが強く意識されるようになるのは，言
うまでもなく企業間ネットワークが，1980年代以降，とりわけ’990年代
のバブル崩壊以降，大きく変貌してきたからである。その際に，どのネッ
トワークに深く関わっている主体から新しいネットワーク形成の動きが出
てきたのか，ということが，中小企業集積地域のための新しい政策にとっ
て重要な意味をもつものと考えられる。岡谷市では，まず企業家からそれ
が出てきたし，それに敏速に対応しうる行政マンが企業外環境ネットワー
クの重要なアクターとして活動していた。これに対して，下諏訪町では，
商工会議所からのイニシアチブが重要だった。他方，諏訪市では，企業家
からのイニシアチブがあるとはいえ，これと中小企業政策とが必ずしもか
みあっているわけではない。むしろ，イニシアチブは大企業がとっている
と推定される状況証拠がある。
諏訪・岡谷地域で発生した企業間ネットワークを見ると，協同組合ハイ
コープのようにこの地域を越えて関東甲信越という広がりを持つものへと
発展したものがある一方で，岡谷市で形成された工業会や下諏訪町の工業
振興協議会のように，諏訪・岡谷地域のエリアよりもさらに狭い地方自治
体スケールの空間の中だけに限定されたネットワークもある。しかし，後
者のタイプにせよ，狭域的なネットワークだけでその生命が保たれるわけ
ではなく，このローカルネットワークと，別の地域の企業間ネットワーク
や企業外環境ネットワークと結びつきを持つことで，初めてローカルネッ
トワークが生き生きとしてくることが分かる。岡谷市のＮＩＯＭ，下諏訪
町のＳ社，諏訪市のＳＰＥのように，いずれも企業の側からのイニシアチ
ブで開始されたローカルネットワークが，実はその当初から，かなり大き
な空間的距離を隔てた他地域に存在している経済主体や各種のネットワー
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クと結び付くことによって，ローカルネットワークとしても成立したこと
が，その点を実証している。
このようなネットワークのネットワーキングのために，あるいはその前
段階としての企業のローカルネットワーキングのために，地方自治体やこ
れに準ずるローカルな公共機関が果たす役割は大きい。その際に，既に見
たように，地域に立地する大手企業の退職者や公的機関の退職者が，企業
外環境ネットワークの重要なアクターとして活動していることにも注目す
べきであろう。もちろん，このような公の側からの支援がなくとも，ネッ
トワーキングは不可能ではない。しかし，これがあれば，ネットワーキン
グが多面的に進められうるし，そのことによって，個々の企業だけでは入
手不可能な｣情報や，新しいリンケージの構築も可能になることは，積極的
に評価してよいだろう。そして，多くの中小企業にとっては，企業内資源
の制約のゆえに，自己にとっての企業間ネットワークを構築していく上で，
ローカルな企業外環境ネットワークをステップにすることは，一つの非常
に有効な道であると言える。それは，ローカルな場だからこそネットワー
キングのために必要な「信頼」がおうおうにしてすでに形成されているか
らである。他方において，ローカルな場だからこそ既に「信頼」が欠如し
ている場合も決して希ではない。岡谷市において企業間ネットワークが形
成されるのは，企業のもつ技術的資源の組み合わせの観点からよりも，む
しろ経営者どうしの個人的つながりによりがちであるという事実が，その
ローカルネットワーキングの二面I性を示唆している。このような二面性の
うち，負の側面を克服するためにも，ローカルな，公的ないし準公的な企
業外環境ネットワークの果たす役割は大きいはずである。
既に見たように，諏訪・岡谷地域の機械工業の集積は，１９８０年代半ば
以降，衰退過程を歩んできた。茅野市，富士見町，辰野町，塩尻市，箕輪
町などへの外延的拡大もあったので完全な衰退というわけではないが，諏
訪・岡谷地域はいわゆる製造業の空洞化，バブル経済崩壊の影響を強く受
けてきた。このような逆境にあったからこそ，集積を維持するための新し
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い施策が試みられてきたと言えよう。
しかし，その際，なぜ諏訪・岡谷に集積が維持されなければならないの
か，という根源的課題が考察された様子はない。むしろ，個々の企業が直
面している危機を克服し，そうした企業の経済活動に地域経済が依存して
いるからこそ，公的機関もまたその危機克服のための支援を行う，という
思考が基盤にあると言わざるを得ない。企業の側からすれば，仮に企業自
身の利益だけを追及するならば，なにもたまたま立地した地域に縛り付け
られるいわれはない，と言えよう。だからこそ，空洞化という問題もおき
るのだが，そうした企業に対して，地方自治体という空間スケールで支援
しなければならない根拠はどこにあるのだろうか。そして，なぜ「地域的
集積」にこだわる必要があるのだろうか。
こう述べたからと言って，筆者らは，公共機関やこれに準じる機関が中
小企業支援政策を行うべきでなく，集積にこだわる必要もない，と言いた
いのではない。むしろ逆である。しかし，中小企業支援政策や産業集積へ
のこだわりが，どのような主体にとってどのような意味を持つのか，を熟
慮する必要があると考えられる。また，その意味を重視する主体にとって，
｢地域的集積」維持のためにはどのようなネットワークをどのように組み
替えていく必要があるのか。これらの問題をあらためて考え直してみる必
要があるだろう。
この点で，経済は社会に埋め込まれているという考え方を積極的に持つ
べきであろう。その社会は莊漠とした広がりを持つものではなく，ある空
間スケールで最も帰属意識が強固になる地域社会とならざるをえない。そ
の帰属意識は一朝一夕にして形成されるものではないし，もちろん短期間
で変化するものではない。現在の諏訪・岡谷地域に見られる地域帰属意識
を支えている要因の中で，諏訪大社と御柱祭のように千年以上の長い伝統
を持つものがあるのに対して，他方においてせいぜいのところここ４０年
ほどの期間に培われた要因もある。後者はいうまでもなく，この地域の産
業構造であり，産業組織である。この産業構造と産業組織が急速に変わる
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うとしている現在，過去40年のそれによって培われた地域帰属意識が優
先する必然性はないのではなかろうか。
諏訪・岡谷地域の特徴であろうが，もはや，市内や町内に企業の活動が
限定されているわけではないのに，なぜ公的機関からの支援が，市町村と
いう枠組みの中だけで行われなければならないのか，ということも問題に
なろう。新しい情報通信技術を利用した受注開拓の試みは，相当なエネル
ギーを要したであろうが，それが各市町村の枠組みの中だけでなされなけ
ればならない必然Ｉ性があるのだろうか。市町村スケールの空間での企業外
環境ネットワークのネットワーキングもまた必要である。それは確かに，
｢中小企業都市サミット」や「産業のまちネットワーク」によって－部実
●●●●●●●●●● 
現しつつある。だが，他方で，諏訪・岡谷地域レベルでの企業外環境ネッ
トワークのネットワーキングが立ち遅れているのも否めない。ここを克服
することが，諏訪・岡谷地域における今後の産業集積にとって重要な意味
を持つのではなかろうか。
実際に，個々の企業は，その活動空間を市町村レベルの空間にとどめは
しない。企業が成長すればするほど，その活動空間はより広域化する。し
かし，そうした企業であっても，重層的な企業外環境ネットワークとのつ
ながりを不必要としているわけではない。筆者らは，企業間ネットワーク
の空間的広がりの重層性に，企業外環境ネットワークもまた対応して重層
的にならざるを得ないと考えている。
付記：この研究を遂行できたのは，なによりも，諏訪・岡谷地域で中小企業支
援の仕事に携わっている方々や，中小企業経営者の方々に，貴重なお話をうかがう
ことができたからであり，さまざまな資料を提供していただいたからである。その
すべてが本稿にもりこまれているわけではないが，本稿には生かし得なかった内容
をお話しいただいた方々も含めて，厚く感謝する。なお本稿は，文部省科学研究費
補助金による「中小企業集積地域における域内ネットワークと域際ネットワークの
相互作用に関する比較研究」（基盤研究（C)，課題番号：09680168）の成果の一部
である。また，本稿に関連して，1998年度法政大学特別研究助成金も利用した。
図の作成に際しては，法政大学院生，林勝一君の協力を得た。
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なお，本稿脱稿後，本稿で扱ったテーマに関連する研究として，伊藤元重・浦田
秀次郎（1997,1998）があることに気がついた。この研究は諏訪・岡谷地域を
扱っているわけではない。それは，技術，販路確保，金融に関わる公的支援が中
小企業によってどのように評価されているかを，洋食器・金属ハウスウェアの新
潟県燕，自動車工業の太田，合成繊維の石川県・福井県の３地域の比較に基づい
て考察したものである。しかし，そこで述べられている一般的傾向は，かなりの
程度，諏訪・岡谷地域にもあてはまる。例えば，産業の発展の初期段階では，公的
な支援システムが技術向上に大きな役割を果たすが，産業の確立とともに民間企
業の方が技術習得のより重要なチャネルとなるという指摘，公的支援は個々の企
業に対して直接なされるというよりも，企業間ネットワークの結節点として機能
するものであり，これによって企業間の情報のやり取りが活性化するという指摘
(伊藤元重・浦田秀次郎（1997,ppl3-l4)，規模の大きな企業は公的な技術支援
機関からの支援取得により積極的であるという指摘（同，pl7）がそれにあたる。
他方，伊藤元童・浦田秀次郎（1998,ｐ55）は，販路確保に関して公的支援が行わ
れることは少ない，としている。一般的にはそのとおりであろうが，諏訪・岡谷
地域，とりわけ岡谷市ではそれが早くから積極的に行われてきたこと，その活動
によって新しいリンケージが作られ，それゆえネットワークの新展開が可能になる
ことに改めて注意しなければならないｃまた，各県にある中小企業振興公社，
またはこれに類する公的機関が，下請の受発注斡旋を重要な任務の一つにして
いることが見落とされている。中小企業の販路確保というよりも，販路開拓に際
して公的機関は決して小さくない役割を果たしている，というのが筆者らの見解で
ある。
《注》
（１）欧米の経済地理学では，Scott（l988a，1988b)，Storper（1989)，Storper
＆Scott（1989）などの論考によって，シリコンバレー，「第３のイタリア｣，
ロサンゼルス近郊などを事例にした中小企業集積や「柔軟な専門化」に関す
る議論が活発化して今日に至っている。また，StorperやScottらの議論を
「新しい正統派的学説」となづけ，これを批判する議論もＡｍｉｎ＆Robinｓ
（1990）によってなされている。これらの既往の研究に関する本格的なレビュー
は別の機会に譲りたい。日本の経済地理学研究のなかで，これらの議論に関
する比較的まとまった紹介として，富樫幸一（1997）と松原宏（1995）が
ある。なお，後述するマーシャルに始まるindustrialdistrict論は，Scott
らによっても積極的に取り上げられている。そこでは，主としてPiore＆
Sableに触発されて，一つの大企業に垂直的に統合されるわけではない多数
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の中小企業が，「柔軟な専門化」という形態で生産している欧米の諸地域が
観察対象として取り上げられている。そうした中小企業が柔軟な専門化を維
持するためには，取引費用を低くおさえるために，地理的に近接して立地す
ることが合理的であるとScottは主張している。
（２）第２次世界大戦後に諏訪地方で創業し，大企業となった企業として三協精
機やヤシカとともにしばしば言及されるチノンや，現在この地域の中堅メー
カーとして活動している荻原製作所も，千葉立也（1979,ｐ81）によれば，
北沢工業の従業員が創業したものだという。その典拠が記されていないので
はっきりとしたことは分からないが，設立時期と事業内容から判断して，チ
ノンが既存メーカーの従業員によって創業されたことは確かであろう。１９４８
年に設立されたカメラ鏡枠・鏡胴のメーカー，三信製作所がチノンの前身で
ある（チノン平成９年度有価証券報告書，ｐ３)。また荻原製作所は１９４６年
創業である（下諏訪町，1997,ｐ２)。要するに，北沢工業従業員が起こした
企業はいずれも，日本経済が全体としてまだ厳しい状況にあった戦後間もな
い時期に設立されたものである。それゆえ，ここから，危機の時期にこそ，
後に活躍しうる企業がスピン・オフによって生まれるという仮説をひきだす
ことができよう。なお，近年チノンは経営危機に陥り，これを契機にスピン・
オフした中小企業が，この地域の中で活躍している様子を，中沢孝夫（1998,
ppl54-157）が描いているが，これもその仮説に適合する。
（３）農業従事者が製造業企業を創出することによって，産業集積が生み出され
るというわけでは必ずしもない。しかし，高度成長期やこれに引き続く低成
長期に日本の農村地域で進行した工業化の一部は，東京大都市圏等からの工
場移転によるものだけではなく，農業従事者が成長箸しい企業の下請企業と
して創業するというプロセスを含んでいたことは注意されるべきであろう。
このような農村地域の工業化の多くは産業集積というほどのレベルに到達し
なかったが，諏訪・岡谷地域の産業集積はこの要因もあって産業集積の名に
値するレベルに到達したという点が特徴的である。なお，農村地域における
農業従事者による製造業企業の創出については，例えば長野県伊那地方を扱っ
た赤羽孝之（1975）と中央大学経済研究所（1982）や，日立市及びその周辺
を扱った中央大学経済研究所（1976)，宮城県北部を扱った山口不二雄
（1979)，山形県最上地方を扱った末吉健治（1989）などがある。
（４）日本の自動車産業界に典型的に見られた垂直的系列構造が，諏訪・岡谷の
精密工業にはもともと妥当していなかったという見解を池田正孝（1969）は
述べている。１社専属というほどに強い系列関係を下請企業に対して組織し
た大企業もあったが，むしろ大勢は，発注側からしても受注側からしても，
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一つの下請企業は複数の大企業・中堅企業と取引をするという形態が，1960
年代半ばのリセッションに入る以前から一般的だったというのである。－社
専属の下請関係があるとすれば，それは零細企業に多かったという。こうし
た取引構造が早い段階から諏訪・岡谷で一般的だったのは，精密機械工業の
大企業が下請企業を育成する力を持たなかったことと，多くの中小零細企業
を専属にせずに競わせたほうが，より低い賃加工に押さえることができたか
らであると池田は説明している。また下請企業の側からしても，経営リスク
を回避するためには複数の受注先と取り引きしたほうがよいと考えたからで
あるという（pp229-230)。しかし，池田が提示しているデータによれば，
零細企業が複数の取引先を持っているといっても，せいぜい２，３社でしか
ない（ｐ234)。またこれより大きな規模の中小企業も，大企業１社との取引
が販売額の50％以上を占める事例が1965年時点で決して例外ではなかった
（ｐ221)。それゆえ，多様な取引先を持つというほどの展開を，当時の諏訪・
岡谷地域の中小企業は示していなかったとみてさしつかえない。
（５）この聞き取りは1998年６月に行った。この企業は地域の中堅企業に成長
しているものである。
（６）本稿はindustrialdistrict論をレビューするわけではないので，この概念
をめぐる議論の詳細については別稿に譲る。ただ，本文に紹介したような
Industrialdistrict理解は，ドイツにおけるこの分野での第一人者ＰｒｏｆＤｒ・
Grotzが1998年３月に来日した際に，筆者らと議論した際の教示による。
この理解が正しいかどうかも含めていずれ検討したい。
（７）付加価値額の減少率が諏訪市において異常に高い。この理由は，恐らくセ
イコーエプソンの誕生と，これに伴う同社の諏訪市内事業所の機能が変化し
たことによるものと推測される。諏訪市内の同社事業所は，製造機能を大幅
に削減し，代わって研究開発機能や管理営業機能に特化してきた。その結果
として，統計的に見ると諏訪・岡谷地域が集積崩壊過程を歩んできたかのよ
うにみえるだけなのかもしれない。しかし，本文でも述べるように，セイコー
エプソンの意義が圧倒的に小さい岡谷市や下諏訪町の産業集積もまた衰退方
向に歩んできたことは否定できない。
（８）一般には諏訪地方の範囲に含めない辰野町，塩尻市，箕輪町，南箕輪村な
ども，実際の経済圏としては諏訪・岡谷地域と強い結びつきを持っている。
日経産業新聞（1987,pll9）によれば，箕輪町には岡谷市から移転した工
場や岡谷市の工場で働く労働者が住宅を求めて転居してきた一画があり，
「岡谷村」と通称されているほどだという。したがって諏訪・岡谷，とりわ
け岡谷市の集積縮小は，実は岡谷市の集積の西南方向への面的拡大に過ぎな
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いと見ることも不可能ではない。なお，箕輪町などへの岡谷市からの移動は
1980年代前半に顕在化したという。これらの点については，あらためて検
討したい。
（９）諏訪地方事務所他（1997,pl2）によれば，１９８０年代半ば以降に諏訪・
岡谷地域で分譲が開始された工業団地は，岡谷市に３団地，合計面積4.1ｈａ，
下諏訪町に１団地２１ｈａしかない。1989年から分譲が開始された諏訪市企
業用団地は，工業団地ではなく流通団地である。これに対して，茅野市では
８団地，合計面積80.9ha，富士見町には１団地，合計面積２L4ha，原村に
は２団地，合計面積20.1ｈａとなっている。これらの団地がすべてテクノハ
イランド構想の下で計画されたわけではないと思われるが，構想が実施され
ている時期の工業団地整備は，諏訪地方の中心部から南東の周辺部への工場
分散効果を果たすものであると言えよう。
(10）残念ながら，この産地診断報告書を我々は見ていない。その正確な名称も
おさえていないが，千葉立也（1979,pl83）によれば，長野県商工部が
「諏訪地区精密機械工業団地診断報告書および調査書」を1954年に出したと
のことなので，これがそれにあたると考えられる。
(11）Ａ氏の岡谷市での勤務は1958年からである。他方，岡谷市に精密工業試
験場が設立されたのは1957年のことだった。それにもかかわらず，Ａ氏ら
が精密工業試験場設立のための寄付金を求めて市内工場を訪問したというの
は一見奇妙に思える。しかし，これは精密工業試験場の建設が３期に分かれ
てなされ，第１期工事が1956年１０月に，第２期工事が1957年１１月に，そ
して第３期工事が１９５８年６月に着工され，すべての工事が終わったのが
1958年１１月だったということと照らし合わせると，一応の理解は可能であ
る。市内の企業からの寄付金は，建設工事費や設備費の一部として利用され
たと解すれば，1958年にもなお，寄付金集めが続行されていたことは十分
にありうることだからである。
(12）バーチャル工業団地に加盟しているある企業経営者の談話によると，テク
ノクリエイティブズはセイコーエプソンの子会社であり，信州オンラインと
いうホームページは，同社が運営しているとのことである。
(13）岡谷市（1982,ppl7-18）によれば，宮坂氏が市長に当選したのは１９４９
年であり，1963年まで市長を務めた。なお，宮坂氏は1947年の民選市長選
挙第１回にも立候補し，ここでは敗れた。それ以前，宮坂氏は市議会の議長
だった。
(14）岡谷市史の年表（岡谷市，1982,ｐ949）によれば，岡谷信用組合が，他
の２つの信用組合と合併し，諏訪信用組合と改名したのは1951年１２月のこ
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とである。これが諏訪信用金庫に組織変更，改名したのは１９５２年１月のこ
とである。
(15）Ａ氏によれば，この当時，名古屋はまだ東京や大阪と同格の事務所には
なっていなかった。しかし，県の職員が名古屋にも配置されていたという。
(16）岡谷市経済部商工観光課の現在の工業担当職員によれば，近々，受注対策
委員会を工業会の中に再設置する予定だとのことである。
(17）中沢孝夫（1998,ｐｌ４０）では，長野県独自の東京での展示会は1976年か
ら開かれたと書かれている。長野県機械部品展示会を組織した長野県中小企
業振興公社でのヒヤリングと出展資料によれば，１９８１年から長野県独自の
東京での展示会が始まったとするのが正しい。
(18）Ａ氏によれば，岡谷市工業活性化計画策定事業は，1992年から開始した
ものである。その際，この事業を推進するために，市の財政だけでは不十分
だったために，広域関東圏産業活性化センターから700万円の助成金を得た
とのことである。この事業を開始したとき，Ａ氏は経済部部長の職にあり，
その意味で大きな役割を果たしたはずである。しかし，計画策定そのものは，
Ａ氏が企画部に移動した後，1994年に終了した。
(19）現在，諏訪市経済部商工課に保存されている最も古い冊子は，「メカトロ
ランドＳＵＷＡ長野県諏訪市企業保有設備ガイド』という標題になってい
る。メカトロニクスという用語が普及するのは１９７０年代半ば以降なので
（朝日新聞社，1994)，標題から判断して，この冊子は，早くても１９７８年の
もの，あるいは1980年代になってから発行されたものと思われる。
(20）同じ考え方は，長野県中小企業情報センターにも見られる。ここから発信
される中小企業‘情報が活用されて取引の成立にまで至った場合でも，長野県
中小企業情報センターは関知しないという断り書きが，そのホームページに
書かれている（http://www・iconprefnagano・jp/)。
(21）長野県中小企業振興公社でのヒヤリングによれば，東京での商談会が開始
されたのは１９８７年のことだった。この時には静岡県と共同で商談会を開催
したが，その後，長野県独自に開催している。また，１９８６年には，愛知県
と共同で名古屋で商談会が行われた。したがって，長野県の中小企業が県外
で大手企業との商談会をもったのは1986年が最初ということになる。
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